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研究成果の概要（和文）：　本研究では、日本の伝統産業の一つである陶磁器業の産業集積地を事例として、伝統産業
と有機的に関連するサービス業や観光業を包摂しながら地域発展を目指すセクター連結型企業家について経営学的分析
を加えた。
　佐賀県有田町では、隣接する市町村のメンバーと共同で業界団体を結成し、佐賀県や有田町の地方自治体と共同で地
域産業の発展を目指した。1970年代以降には産業振興を目指す企業家が多数登場し、産業を中核とした芸術・教育・観
光を付加した新しいまちづくりが進められた。現在、有田町において大学誘致と観光まちづくりを軸とする地域再生事
業が進められている現状について経営学的方法に基づいて検証を行った。

研究成果の概要（英文）：　On this research, we analyze the porcelain industiral area and the sector 
connection type entrepreneur aiming for the regional development through not only pottery industry, but 
also service industry and sightseeing industry. 　
　After the war, Arita potters formed industrial associations with neighbors, and they aimed for the 
development of the local industry joinly with the government of Saga prefecture and Arita town. The 
regional entrepreneur aiming at an industrial development appeared a lot after 1970 's, and constructed 
the new community town of art, education and sightseeing in the Arita porcelain area. We investigated the 
industrial cluster in Arita town which make the university invitation and industrial sightseeing on 
rivival business of the porcelain production.

研究分野：経営史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（1）日本陶磁器業の現況 
 本研究がスタートした 2012 年度は民主党
政権下のデフレ脱却政策が続けられていた
時期にあたり、リーマンショック以降の国内
市場における不況の影響を受けて、とりわけ
日本の伝統産業分野における需要減退や、地
方産業の衰退傾向が顕著となった時期にあ
たっていた。 
とりわけ、海外での洋食器市場におけるア
ジア製品の進出は日本の洋食器生産にマイ
ナスの影響を与えただけでなく、ノリタケや
ナルミをはじめとする大手食器メーカーの
生産拠点が海外に移行する中で、中小企業と
して存続して来た国内の陶磁器業者が受け
たダメージは大きく、地方産業として存続す
る日本の陶磁器業における再生への取り組
みがクローズアップされる状況に立ち至っ
た。 
 
（2）現代有田焼業界の新局面 
 上記のように、日本の伝統産業が衰退傾向
に入る中、日本磁器発祥・有田焼創業 400年
を迎える佐賀県有田町では、21世紀の時代に
海外市場へ向けた新たな製品作りが始まっ
ていた。本研究開始後に明らかとなったミラ
ノサローネでのArita1616に対する世界的デ
ザイン賞の授与はその新たな動きの先がけ
であり、政府主導によるクールジャパン事業
が広がりをみせる中で、日本の伝統産業分野
における海外での評価の高まりは、陶磁器業
革新の動きとして注目を受けていた。 
 本研究では、このような有田焼産地におけ
る新動向の現状と歴史的分析を通じて、伝統
産業地域におけるセクター連結型企業家の
登場、そして彼らによるソーシャルビジネス
を始めとする新規のビジネスツールを用い
た事業の展開に着目し、彼らの動きをモニタ
リングしつつ、現地におけるアクションリサ
ーチを実施する意義が大きいと考え、有田焼
を事例に現代の地方産業における企業者活
動のあり方について検証することが有効な
手段となるものと考えている。 
 
２．研究の目的 
（1）セクター連結型企業家 
 日本陶磁器業の代表的産地となる有田焼
では、高級磁器製和食器の分野で他産地の追
随を許さない状況が続き、最高級和食器生産
を手掛ける京焼（京都府）や、一般家庭用和
食器生産に特化する美濃焼（岐阜県）や波佐
見焼（長崎県）とは一線を画する存在として
戦後期を中心に伝統産業地域の発展がみら
れた。従来、有田焼は伊万里焼として歴史上
登場する高級磁器であり、佐賀県有田町を中
心として伊万里市・武雄市・嬉野市などにま
たがる佐賀県の代表的産業地である。 
 佐賀県では、中小企業が数多く集まる有田
焼の生産地域に対して長年支援を続けてお
り、県を代表する伝統産業としてその存続を

かけたさまざまな取り組みがなされてきた。
これらは業界の組合組織を通じて補助金に
よる産業政策として実施されてきたが、同時
に産業集積地における組合独自の金融シス
テムや、技術向上に向けた業界レベルの取り
組みが業界発展において重要な要因として
作用したことも事実である。 
 とりわけ、1960 年代の有田町では、有田
町や有田商工会議所、そして業界組織となる
肥前陶磁器商工協同組合・佐賀県陶磁器工業
協同組合・佐賀県陶磁器卸売商業組合・有田
焼直売協同組合の 4組合が中心となって業界
発展のための新事業を開始した。有田焼創業
350 年事業となるこれらの 20 世紀後半にお
ける業界発展のための諸活動は、有田町長・
青木類次氏や、有田商工会議所会頭・岩尾新
一氏によるリーダーシップの下で行われた。 
 
（2）産業集積地における企業者活動 
 青木氏や岩尾氏は有田焼業界の企業出身
者として、行政面でのリーダーシップは勿論
の事、産業界における発言力も大きく、産官
共同での各種事業での成功が有田焼業界の
基盤強化策として推進されることとなった。
このような動きの中で、有田の陶磁器メーカ
ーや陶磁器商社の若手経営者が中心となり、
1980 年代以降伝統産業地域発展を目的とし
て 4組合が母体となり大有田焼振興協同組合
を設立した。大有田は次世代の有田焼業界を
担う経営者が集う業界の情報センターとし
て機能するとともに、海外や首都圏など主要
なマーケットの開拓を目指した共同事業を
次々と実施した。 
 以上の業界における拠点作りは、成熟産業
として移行しつつあった有田焼業界の新た
な取り組みを試行する上での実験場となり、
中小企業を中心とした企業者活動を支援す
る上で重要な役割を果たした。有田焼という
産地ブランドが広がりをみせたのも、企業者
活動を通じた産業発展が 1980 年代以降順調
に進行したことの表れであったと考えるこ
とが可能である。 
 
（3）現代陶磁器業界の課題と地方創生 
 以上のような産地システムの形成は佐賀
県における有田焼業界の発展をより強固な
ものとしたと考えられるが、バブル経済崩壊
以後、旧来の百貨店やホテル、展示会などを
通じた高級和食器販売のルートは大きく変
貌するに至り、代わって海外ブランド専門店
に対抗する日用雑貨チェーン店やインター
ネットを通じた通信販売などの新たなチャ
ネルの登場によって、消費地問屋や産地問屋
を中心とする業界の劇的な再編が進行しつ
つあり、陶磁器産地においても新たなブラン
ド構築や製品開発のあり方が求められてい
ると考えられる。 
本研究では、そのような産地の現状につい
て明らかにするとともに、現在進行している
経営変革の動きがいかなる意味を有してい



るのかを歴史的側面から明らかにする事で、
2010 年代における地方創生の時代にいかな
る経営的課題に直面しているのかを学術的
方法に基づいて検証し、有田焼業界に対する
提言にまとめ上げることを目的としている。 
 
３．研究の方法 
（1）経営史料の発掘と分析 
 本研究では、現代有田焼業界の動向を把握
するための各種資料を収集し、それらの分析
と歴史的方法論に基づく実証研究に取り組
んだ。大有田焼振興協同組合・有田焼直売協
同組合などの活動を停止した業界団体の経
営史料の収集に成功し、業界発展に大きく寄
与した両組合の歴史的役割に関して明らか
にすることで、陶磁器産地におけるネットワ
ーク形成に大きく寄与してきた業界団体の
活動に焦点を当て、産地における企業者活動
の研究を進展させることに成功した。 
 有田焼業界の主導的役割を果たしてきた
佐賀県陶磁器工業協同組合の活動に加えて、
大有田焼振興協同組合の各種事業について
検証作業を進めることで、1980 年代における
有田焼業界の発展過程について解明するこ
とが可能となった。さらに有田町の主要企業
である深川製磁や香蘭社などの決算資料を
通じて、高級和食器産地である有田焼業界が
1980 年代における消費地市場の発展を通じ
て飛躍的に成長を遂げ、有田焼のブランド確
立を成し遂げた経緯について解明すること
ができた。 
 
（2）フィールドワーク 
 現代経営を評価する上で欠かせない経営
者のインタビュー情報に基づき、産地内部に
おける企業者活動と企業家レベルでの意思
決定、さらにはセクター連結型企業家として
活躍する若手経営者の理念や思想について
も明らかにすることで、現在進行している産
地内部での変革プロセスについて検証する
ことが可能となった。4 年間に及ぶ本研究に
おいて実施したインタビュー調査は数十回
に及び、物故者となられた経営者も含めて、
貴重な情報を今回の調査から得ることがで
きた（長年業界の発展に尽力され、志半ばで
他界された経営者の方々に対し、心より哀悼
の意を表したい）。 
 本研究を開始した直後の 2013 年度より、
佐賀県知事古川康氏の政策下で「オランダと
の連携等によるプラットフォーム形成プロ
ジェクト」が遂行され、「クリエイティブ産
業の交流に関する協定」に基づき、オランダ
を中心とする8カ国のデザイナーとの共同開
発による有田焼の新ブランド「２０１６/」
の立ち上げが計画された。それらに関するフ
ィールドリサーチを推進することで、産地内
部における変革過程について明らかにする
べく、あえて本研究ではアクションリサーチ
の方法を導入した。 
 

（3）アクションリサーチ 
 有田焼創業 400 年の 2016 年を迎える有田
では、佐賀県庁を中心に記念事業を遂行する
と同時に、有田町役場において「400 年有田
の魅力展」を始めとする展示会と有田焼ＰＲ
戦略が現在進行しつつある。2013 年度以降、
大有田焼会館に事務局を設置し、各種事業を
実施するとともに、有田観光協会を開設して
有田町における産業観光の新しい形を創造
するべく有田焼関係者が中心となって観光
面での基盤整備を進めた。 
それらの人材は広く町外から供給され、地
元企業の革新を図るべく、若手・中堅の専門
家が有田町で活躍できる環境が整えられつ
つあり、本研究ではそれら人材確保・人材育
成の視点に基づき、伝統産業地変革とまちづ
くりの担い手創出の側面からアクションリ
サーチを実施し、数多くの知見を得た。これ
らの情報に基づき、有田焼産地の再生へ向け
た幅広い世代にわたるダイナミックな動向
をとらえ、経営学的方法に基づき、さらなる
分析を加えることが今後の課題として残さ
れている。 
 
４．研究成果 
（1）非営利法人の「まちづくり」事業 
 有田町では、2003 年度以降、佐賀県西部の
ＮＰＯ活動拠点として有田町どっとこむが
誕生し、有田町が窯業だけでなく、観光や農
業などの複合的産業によって発展し続ける
エリアとして成長するべく活動を続けてき
た。これらの動きは 2012 年に立ち上がった
有田町第二のふるさと創生会、2015 年に誕生
した有田まちづくり公社へと受け継がれ、非
営利法人組織による観光・農業・サービス業
の活性化とまちづくりの新しい形を提示す
る時代へと突入した。 
 近年のこれらの動きは、すでに 1980 年代
以降の佐賀県九州陶磁文化館開設、佐賀県有
田窯業大学校開校などによって着手されて
来た内容とも関係し、高度化事業にともなう
産業発展の新しい形として、教育や芸術、観
光によるまちづくりが推進されて来た土壌
が既に存在したことも大きく影響を与えて
いる。そして佐賀県の各施設でつちかわれた
有田焼をめぐる経営資源をもとに、約 30 年
を経て、現在の有田町における貴重な財産と
なり、新時代に対応した人材の確保や企業家
輩出を可能にするための環境が整えられた
と考えられる。 
 
（2）現代有田焼の「ものづくり」事業 
 以上のまちづくりの動きとあいまって、現
代有田焼のブランド戦略となる海外デザイ
ナーと提携したものづくりが急ピッチで進
行しつつある。それらの動きと同時に、海外
のトップシェフとの共同開発に基づく洋食
器分野での有田焼業務用食器の開発が進め
られている。有田焼は長年にわたり磨き上げ
られて来た高度な和食器生産技術に基づき、



以前からの道具としての食器としてよりも、
むしろより高い芸術性を保持したレストラ
ン用食器として有田焼の活路を見出すもの
であり、これら一般日用食器とレストラン向
けの業務用食器の両分野において他産地を
凌ぐハイ・クオリティーの製品を生み出した。 
日本の陶磁器業におけるものづくりでは、
従来の型を踏襲する伝統産業として、和食器
での発展を遂げてきたと考えられるが、その
ような固定観念から脱却するとともに、伝統
的生産技術に裏付けられた高級磁器食器の
開発が洋食器の分野でも可能であることが
実証されつつある。これらの動きは近年海外
で取り上げられているクールジャパン事業
とも一線を画するもので、日本のものづくり
技術をさらに進化させてグローバル市場に
対応した新製品を創出する可能性を高めた
という点で、有田焼の新ブランドとして世界
的に評価される動きにつながった。 
 
（3）「有田焼創業 400 年事業」の成果 
 産地での動きをパワーアップさせたのが
佐賀県庁による創業 400 年記念事業であり、
メゾン・エ・オブジェなどパリにおける出品
活動を通じた有田焼ブランドの強化策、乾杯
カップなど佐賀酒とのコラボレーションに
よる酒造業者と窯元メーカーとの共同製品
開発が短期間で推進された。以前にみられた
箱モノ行政から脱却した産地ブランド戦略
に基づく支援策を展開し、産地における経営
革新を誘発するための施策を打ち出してい
る。旧来の補助金行政でみられた技術開発や
販路開拓に止まらず、産地における企業家の
育成や、新しいブランド構築のための生産・
流通システムの創出が主たる目的となって
いる。 
 一方で記念事業では、伝統産業である有田
焼の歴史的評価を高める努力も続けており、
「明治有田・超絶の美」展が全国の美術館に
おいて開催中である。伊万里焼から有田焼へ
と大きくブランドを変革した幕末・維新期に
焦点を当て、高級美術陶磁器として世界的に
名声を博した万国博覧会の時代を振り返る
ことで、有田焼に対する世界的評価を国内の
新たな認識として一般化させる啓蒙活動と
して注目される。有田焼ブランドはかつての
百貨店全盛の時代からみると隔世の感を禁
じ得ないが、日本の伝統産業の底力を再認識
する機会として、明治期の万博伊万里を評価
する動きが加速することが期待される。 
 以上のような産地レベルでの取り組みと
自治体における支援策を通じて、地方産業の
復活と新しい産業の形が模索されていると
考えられる。本研究でのアクションリサーチ
を通じて、マルチセクターパートナーシップ
による新しい企業家の経営戦略が創出され
つつあることが確認できた。近年の産地の動
向が歴史的観点からどのような形で評価で
きるのかを改めて問う必要があるものと考
える。 

 
（4）「大有田焼振興協同組合」の歴史的評価 
 本研究では、以上のような佐賀県の産業政
策と有田焼業界発展の要因分析を行う上で、
1979 年に誕生した大有田焼振興協同組合の
役割について検証することが必要と考えた。
大有田焼振興（協）元専務理事の筒井孝司氏
より各種情報を入手する形で、大有田焼振興
（協）が誕生するまでの歴史的経緯、有田焼
業界における情報センターとしての役割に
関して分析を加え、組合誕生の意義と有田焼
業界の発展過程について明らかにすること
ができた。 
 大有田焼振興（協）は前述の岩尾氏が主導
する形で、窯元や商社、主要メーカーや作家
のメンバーが集結する形で活動を開始し、佐
賀大学時代から有田の産地診断を実施して
きた下平尾勲教授の指導下で具体的な戦略
が産地内部で策定されてきた状況が明らか
となった。 
 1980 年代の始動期を経て、バブル経済崩壊
後の 1990 年代に至るまで、有田焼は和食器
の分野で成長を遂げると同時に、大有田焼振
興（協）の関連事業として、ファインセラミ
ックス開発、「脱食器」（インテリア・エクス
テリア製品）の共同開発を推進し、ハイテク
有田焼人形の共同制作など、新規事業の分野
で果敢に挑戦して来た。組合発足当初は商社
と窯元が共同で販路開拓に乗り出し、京王プ
ラザにおける展示会や東京ドームにおける
テーブルウェアフェスティバルへの参加な
ど、次々と有田焼ブランドの発信事業を展開
した点は産地戦略の視点から高く評価され
るべき内容であると考えられる。 
 さらに大有田焼振興（協）は主要 4組合の
上位団体として組合の代表による合議機関
の役割を果たし、消費地や産地の最新情報を
共有すると同時に、産地の基本戦略を策定す
るための決議機関として機能してきた点は
産地内部の一体化を実現する上でも不可欠
の存在であったといえる。大有田焼振興（協）
は有田焼産地の一本化を目指して組合統合
を準備する途上で 2009 年秋に解散し、現在
では各組合が別々に各種補助金事業を展開
する状況にある。 
 先に述べた新しい産地内の企業家誕生は
今後の有田焼業界の発展を実現する上での
前提条件となることは間違いなく、業界組織
の再編を主導する上での中核メンバーとな
ることは大いに予想される。セクター連結型
企業家として産地の基本戦略を策定する上
での新たな組織の誕生と、従来の組合活動を
超えた形での有田町のまちづくりプランが
今後生み出されることが期待され、かつその
動きは確実に始まっていることが本研究の
作業で浮き彫りの形となった。 
本研究の成果をふまえ、今後の有田焼業界
における動向を検証することにより、日本の
伝統産業地における再生プロセスやセクタ
ー連結型企業家の活動に関する実証研究が



進展し、有田焼業界の新機軸が地方産業発展
に際しての試金石となるものと考えられる。 
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